
事業の目的

県外の児童生徒に、本県に「泊まる」「自然を体験する」「互いに交流する」などの経験をしてもらうことで、県の誇る豊かな
自然や歴史、文化の魅力を広く発信する。
これにより、本県が「第２のふるさと」として心に残り、将来的な関係人口や移住人口の増加につなげていく。
また、南海トラフ巨大地震などの有事の発生を前に、新たな関係を構築することも目指す。

事業概要

定期的な交流学習

政策オリンピック
第２弾

・オンラインも含めた定期的交流
・実地での対面交流（体験活動・名所見学）防災体験

防災に関する体験を伴う活動
（炊き出し、避難所設営、防災ワークショップなど）

【県内市町村からアイデアを募集】

山 海

区分 支援メニュー及び支援内容

令和７年度
事業

募集開始日以降に新たに企画し、令和７年度中に実施する
交流事業に要する経費
※１団体当たり上限２０0万円を補助（補助率：１０／１０）

令和８年度
事業

ア 令和８年度に実施する交流
※支援内容はR8予算成立状況等を踏まえ別途決定
（補助上限、補助率は、令和７年度事業と同程度を想定）
イ 上記アに向けて令和７年度に実施する調査・準備
※１団体当たり上限２０万円を補助（補助率：１０／１０））

◆県外・県内、双方の児童生徒にとっていかに楽しく参加・
交流できるか

◆県外児童生徒に岐阜県の自然や歴史、文化などの魅力
がいかによく伝わるか

◆県外・県内の児童生徒が協力し、いかに楽しみながら
防災について学び合い、交流できるか

主な審査視点

ふたつのふるさと（海・山の防災交流）事業

有事の際には避難

例：愛知県や三重県の小中学生岐阜県の小中学生

別紙
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